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地域連携活動に関する研究」

これまでのまとめ

2021.2.17（水）

金（佛教大学 社会学部公共政策学科）



地域経済論の視点からみる地域経済の持
続的発展とは
•地域内における拡大再生産および再投資

•再分配による所得・消費の増加

•人口・雇用の増加

•安定的な地方財政（地域全体の担税力）

•安全・安心・健康でくらせる地域社会の環境づくり
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南丹市における地域内総生産及び市民所得

第 3 報告：南丹市の産業構造の現在と課題 

 

京都大学経済学部経済資料センター 

ジュニアリサーチャー 

金佑榮 

 

・南丹市における産業構造は第 2次産業が中心  

 

2014 年 南丹市 京都市 京都府平均 

1 次産業 12.0% 0.2% 0.5% 

2 次産業 63.4% 31.0% 36.9% 

3 次産業 34.6% 68.8% 62.6% 

 

・民間法人企業のみが潤っている不均衡な分配構造 

（単位：百万円） 

生産面 分配面 

地域内総生産 鉱業及び製造業生産 市町村民所（A+B+C） 雇用者報酬（A） 民間法人企業（B） 個人企業（C） 

2014年 159,206 63,467 70,681 47,525 8,819 9,823 

2006年 123,886 28,546 76,862 54,954 4,734 10,380 

2014年 – 2006年 35,320 34,921 -6,181 -7,429 4,085 -557 

 

・民間法人企業の詳細（輸送用機械器具製造業を中心に） 

2014年 事業所名 所在地 従業者数 本社所在地 

輸送用機械器具製造業 

輸送用機械器具製造業全従業者数 710人（100%） 

A社（B工場） 南丹市八木町室橋 527人（74.2%） 静岡県富士市 

C社（D工場） 南丹市園部町船阪町田 165人（23.2%） 京都府亀岡市曽我部町 

A社（B工場）＋C社（D工場）の従業者数 692人（95.4%） 

 

・輸送用機械器具製造業と地域経済連関を考えてみると 

単位：万円 製造品出荷総額 輸送用機械器具製造品出荷額 原材料使用額 製造業全体の付加価値額 輸送用機械器具製造業の付加価値額 

2014年 17,108,137  8,544,701（49.9%）  5,708,347（66.8%） 6,564,770 2,733,615（41.6%） 

 

・輸送用機械器具製造業とその他製造業の労働分配率（機械化・自動化前後の比較） 

2014年 輸送用機械器具製造業：16.61% その他製造業（=食料品製造業と輸送用機械器具製造業を除く）：33.61% 

2006年 輸送用機械器具製造業：54.89% その他製造業（=食料品製造業と輸送用機械器具製造業を除く）：40.38% 

 

＊なお、本資料で示した図表は、京都府「市町村民経済計算統計表」、経済産業省「工業統計調査」、「経済センサス活動調査」により作成 
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南丹市における15歳以上の就業者数と産業別割合
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南丹市における主な産業別事業所数と従業者数
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生産





南丹市における経済的拡大再生産は主に製造業が牽引
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RESASからみる南丹市の産業別影響力係数（横軸）と
感応度係数（縦軸）
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RESASからみる南丹市の産業別影響力係数（横軸）と感応
度係数（縦軸）
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• 影響力係数：当該産業に対する新たな需要が全産業（調達先）に与える
影響の強さを示す。

• 影響力係数＞1：地域経済において他部門の産業に与える影響力が平均
よりも大きくい。

• 影響力係数＜1：影響力が平均より小さい。

• 感応度係数：全産業に対する新たな需要による当該産業が受ける影響の
強さを示す。

• 感応度係数＞１：その産業の生産が他産業からの影響を大きく受ける

• 感応度係数＜１：他産業からの影響を相対的に受けにくい。



分配





民間法人企業のみが潤っている不均衡な分配構造
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製造業の詳細





南丹市内の食料品・輸送用機械器具製造の主要事業所（2014年）
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地域経済との産業連関（波及効果）が重要（1）
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製造工程の自動化による労働分配率の低下（左）
非正規雇用中心の景気弾力的な雇用構造（右）
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地域経済との産業連関（波及効果）が重要（2）

•株式会社湖池屋で生産するポテトチップスの原材料の産地
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南丹市における「その他製造業」の現状
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南丹市地域経済における課題

• 正しい診断と処方のためには、まず、地域経済・社会の実態を把握するこ
とが重要

• 大手メーカーの分工場には地域経済連関の強化（実質的に可能なサービ
ス部門）や雇用の質的（正規雇用）・量的拡大に協力

• 制度的には、例えば、「中小企業振興基本条例」などを制定し、中小企業
を支援・育成

• 地区ごとに利害関係者が集まる「産業振興会議」の設置し、具体的なニー
ズに対応する仕組みづくり
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中小企業振興基本条例

• 現在 （2018年6月） 、44都道府県、248市、17区、83町、15村で制定

• 市民、産業従事者を元気にする、実行性・実効性を確保できるか、

• 若手の経済人や行政マンなど地域の将来を担う人材育成の視点と次世代へのメッセージを込めた条例を
目指すのが重要

• 条例の内容づくりの留意点

（1） 前文や第一条等で中小企業の役割と中小企業政策の重要性を位置づける（目的・理念を明確に）

（2） 行政の責任、予算の確保を明示

（3） 市民の理解と協力を求める姿勢

（4） 大企業者の努力と義務

（5） 産業・商業振興とまちづくりの結合

（6） 4年に一度の条例見直し規定を入れる等「育てる条例」の観点を入れる。
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今後の研究方向性について

• 2019年度にあたえられたテーマは、園部地区における地域経済について

1）合併以降、各地区別データは作成していないため、 地域別（園部、日吉、
美山、八木）統計データの収集が不可能

2）行政側の協力が必要だが、現状は厳しい。

3）地区の定めるのではなく、全方位的な視点に転換する必要

4）例えば、南丹市全域における他産業（農業など）、主体別（商工業者など
）、独自の取り組みを行っている個別主体（美山ふるさと株式会社など）
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